
江別市行政改革推進計画の

取組状況（令和６年度）

資料３





取組項目 ①誰一人取り残さない情報共有の推進

取組内容

所管課 広報広聴課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

11,446人 22,000人
実績① ２５，３８６人

所管課 市民生活課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
105件 120件

実績② 150件

所管課 広報広聴課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討・実施

実績③ 検討・実施

　基本目標　時代に即した効果的で効率的な行政運営

１　情報共有の推進

市民が自ら選択した情報が直接届く「市ＬＩＮＥ公式アカウント」の活用、対面で市政について質
問などができる出前講座の充実、広聴をより良い仕組みにするための検討等を通じて、誰一人
取り残さない情報共有を推進する。 

「市ＬＩＮＥ公式アカウント」の登録者数

出前講座開催数

広聴の仕組みのあり方の検討

指標①

令和６年度
取組状況

友だち登録を促進するため、LINEターゲティング広告を出稿したほか、イベントや会議、転入者
に対する配付物、自治会回覧などによるチラシの配布、広報誌や市HPなどでの周知などを実施
した。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容
チラシの配付、広報誌や市HPなどでの周知を継続する。

指標②

令和６年度
取組状況

新規講座の開設や既存の講座内容の修正及び更新等を実施することで出前講座のメニューの
充実に努めた結果、開催回数が増加した。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

引き続き、新規講座の開設や既存の講座内容の更新を行うなど、さらなる市民周知や受講機会
の拡大・充実に努める。

指標③

令和６年度
取組状況

市LINE公式アカウントの満足度調査で得られた結果を分析し、傾向を把握した。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

同調査の結果のうち、自由記載で得られたコメントで、今後公式アカウントの改善に繋がる可能
性のあるものをピックアップした。
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取組項目 ②市民参加手続の認知度向上

取組内容

所管課 市民生活課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
77.7% 83.0%

実績① 74.8%

取組項目

取組内容

所管課 市民生活課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
27.2% 35.0%

実績① 34.0%

　基本目標　時代に即した効果的で効率的な行政運営

２　市民参加機会の充実と協働の推進

市民主体のまちづくりを進めるため、市民が意見を伝える場となる意見公募（パブリックコメン
ト）や審議会等における委員公募など、様々な市民参加手法の認知度向上に努め、より多くの市
民の声を市政に反映する。 

市政への市民参加の機会が十分にあると思う市民割合

③協働に対する意識の醸成 

自治会や市民活動団体など協働を担う各種団体が、それぞれの役割に応じて互いに協力でき
るよう周知啓発に努めるほか、地域イベントへの職員派遣などを通じて、市職員、市民双方に向
けて協働に対する意識の向上を図る。

協働によるまちづくりが進んでいると思う市民割合

指標①

令和６年度
取組状況

広報誌やホームページ等による市民参加の手法や市民参加予定事業の一覧の周知、わかりや
すく市民参加の内容を伝えるパンフレット・リーフレットの配布により、周知啓発を行った。
また、江別市自治基本条例検討委員会の設置に合わせ、フォーラムを開催し、市民参加・市民協
働についての認知度向上に努めた。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

様々な手法で市民参加の機会を周知するほか、庁内に向けたガイドラインを改訂し、職員の意
識啓発を図ることで、市民参加しやすい環境づくりに努める。

指標①

令和６年度
取組状況

地域イベントへの職員派遣や協働の担い手である市民活動団体等を対象にセミナーを開催した
ほか、広報えべつで市民活動団体が行う協働の取組を紹介するなど、市職員や市民の協働の
意識が高まるよう啓発に努めた。
また、江別市自治基本条例検討委員会の設置に合わせ、フォーラムを開催し、市民参加・市民協
働についての意識の醸成に努めた。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

広報における取組の紹介や学生と協働で制作した映像の放映などにより、協働について意識啓
発するほか、地域イベントに職員を派遣することで意識向上を図る。

- 2 -



３　人材育成の充実

取組項目

取組内容

指標① 所管課 総）総務課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
9件 14件

実績① １３件

取組項目

取組内容

所管課 職員課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討・実施

実績① 検討・実施

取組項目

取組内容

所管課 危機対策・防災担当

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
0% 100%

実績① 18.0％

　基本目標　時代に即した効果的で効率的な行政運営

④職員提案の質の向上

職員が自発的に政策提案や業務改善に取り組むことができるよう意識の啓発を図るとともに、
提案しやすい環境を整えるほか、過去の採択例を示すなど、提案内容の質の向上を図る。

採択された件数

⑤人材育成基本方針に基づく研修の実施

「江別市人材育成基本方針」で示されている職員像を目指し、職務上必要となる知識や能力等
を習得することができるよう、受講した職員の意見を反映するなど、より効果的な研修内容の検
討を行う。

効果的な研修の検討

⑥災害対応能力の向上

万が一の災害時に必要な行動がとれるよう防災訓練等を実施し、職員が訓練に参加すること
で、組織的な災害対応能力の底上げを図る。

職員の訓練参加率（延べ参加者数/訓練対象職員数）

令和６年度
取組状況

庁内の電子掲示板等で各部局へ職員提案の募集を呼び掛けたところ、１３件の提案があった。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

令和６年度同様、十分な募集期間を設け、過去の採択例を示すなど、職員が提案しやすい環境
を整える。

指標①

令和６年度
取組状況

職員の資質及び職務遂行能力を向上させるため、階層別、能力分野別に研修を実施した。ま
た、研修の効果測定や職員ニーズを把握するため、研修受講者に対する受講後アンケートを実
施し、より効果的な研修内容の検討・見直しを行った。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

引き続き、研修受講者に対する受講後アンケートを実施することで、研修の効果測定や職員
ニーズの把握に努めるとともに、複雑多様化する行政ニーズ等を的確に捉え、職員が職務上必
要となる知識や能力等をより効果的に習得できるための研修を実施する。

指標①

令和６年度
取組状況

・総合防災訓練：43名(参加者54名から消防職10名、医療職1名を除く）
・地域連携避難所運営訓練：9名
・災害対応図上訓練：32名（参加者３６名から消防職２名、医療職2名を除く）
・新規採用職員研修（後期研修）：25名（受講者28名から消防職2名、医療職1名を除く）
・5年目10年目職員研修：36名（受講者48名から消防職8名、医療職4名を除く）

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

各種訓練（実動訓練、図上訓練、研修会等）を継続実施し、計画期間内に全職員が訓練を経験
するよう努め、組織としての災害対応力向上を図る。
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４　 働きやすい環境づくり

取組項目

取組内容

所管課 職員課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討 実施

実績① 検討

所管課 職員課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
52.8% 向上

実績値② 69.4%

取組項目

取組内容

所管課 職員課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
157.1ｈ 縮減

実績① 149.8ｈ

　基本目標　時代に即した効果的で効率的な行政運営

⑦職員の仕事・子育て・女性活躍推進に関する行動計画の見直しと推進

「江別市職員の仕事・子育て・女性活躍推進に関する行動計画」を見直し、子育て中の職員を職
場全体で支え合う体制を整えるなど、ワークライフバランスが実現できる環境の整備に努める。 

職員の仕事・子育て・女性活躍推進に関する行動計画の見直し

男性の育児休業取得率

⑧時間外勤務の縮減

職員が心身ともに健康でいられるよう時間外勤務の縮減を目指し、管理職に対して業務の見直
しや業務分担の平準化等を行うことを周知啓発するなど時間外勤務の適正な執行管理に努め、
職場内における適切なマネジメントを行う。 

職員 1 人当たりの年間時間外勤務時間数

指標①

令和６年度
取組状況

子の看護休暇の取得に係る子の対象年齢を拡大するとともに、女性のキャリアアップに関する
外部研修へ女性職員を積極的に派遣した。また、現計画が令和８年３月３１日をもって計画期間
の満了を迎えることから、令和７年度中の計画見直しに向け、次期計画の検討組織や策定スケ
ジュールを検討した。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

次期計画の策定に向け、特定事業主行動計画推進委員会において検討を進めるとともに、職員
の仕事・子育て・女性活躍推進に対する意識、実態を把握するため、職員を対象にアンケート調
査を実施する。

指標②

令和６年度
取組状況

職員が閲覧しやすいようにグループウェアに「江別市職員のための子育て支援・介護支援ガイ
ド」等を掲載し、育児休業や各種支援制度のほか、職員から出産の申出があった場合は所属長
から育児休業等の取得についての意向を確認するよう周知するとともに、男性職員が子の出生
等の手続きを行う際に育児休業や休暇制度等を案内した。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

男性職員の育児休業をより取得しやすくするため、令和６年度に引き続き、育児休業や出産・育
児に係る支援制度などの周知を行い、男性職員の育児休業取得に対する意欲向上や取得しや
すい職場環境の醸成を図る。

指標①

令和６年度
取組状況

管理職に対して、時間外勤務の縮減に向けた業務の見直しや業務分担の平準化のほか、時間
外勤務を命令する際の留意事項として時間外勤務命令の上限やノー残業デーについて通知す
ることで周知啓発を行ったほか、タイムカード機能を使用し、各課において職員の勤務時間を確
認するとともに、「時間外勤務マネジメントシート」を活用し、業務のマネジメントを行った。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

業務の見直しや業務分担の平準化、時間外勤務命令の留意事項等について通知することで周
知啓発を継続するほか、時間外勤務の適正な執行管理に努め、時間外勤務時間の縮減を図
る。
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取組項目

取組内容

所管課 職員課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討・実施

実績① 検討・実施

⑨多様な働き方の推進

職員のライフスタイルや業務の形態に合わせ、出勤時間等の見直しなど、江別市職員の職場環
境にあった多様な働き方の検討を進める。

時差出勤等の検討

指標①

令和６年度
取組状況

育児・介護を行う職員や障がいのある職員の早出遅出勤務を試行的に実施したほか、試行的に
実施していたテレワークの実施目的を見直し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止から
業務の効率、生産性の向上を図る取組や非常時、災害時等の業務継続を担保する取組に変更
した。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

早出遅出勤務について、業務上の理由により早出遅出勤務が必要な職員も対象とするなど、対
象者等を拡大し、試行実施を継続する。
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５　効率的な組織体制

取組項目

取組内容

所管課 職員課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
791人 806人

実績① 794人

取組項目

取組内容

所管課 職員課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討・実施

実績① 検討・実施

　基本目標　時代に即した効果的で効率的な行政運営

⑩定員管理方針に基づいた実稼働職員の確保

意欲と能力のある多様な人材の採用に努めるほか、定員管理方針に基づき、働きやすい職場環
境を整えるため、育児休業等による影響が出ないよう実稼働職員を確保する。

実稼働職員数

⑪課題に対応しやすい柔軟な協力体制の推進

効率的・効果的な組織体制の構築に努めるとともに、突発的もしくは複数の部局に関係する行
政課題への対応、行政サービスの質的向上の観点から、必要に応じた組織横断的な協力体制
を検討する。 

組織横断的な協力体制の構築

指標①

令和６年度
取組状況

定員管理方針に基づき、育児休業により長期不在になる職員の代わりに正職員を配置するな
ど、現場における欠員や突発的に生じる新たな行政需要への対応を行った。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

育児休業の取得促進やワークライフバランスの実現など、職員の働きやすい職場環境の整備や
定年引上げに伴う高齢期職員の増加、その他新たな行政需要に対応するため、定員管理方針
に基づく実稼働職員を確保し、持続可能な組織体制の構築を図る。

指標①

令和６年度
取組状況

全課等を対象に実施したヒアリングを通じ、各課等の職員配置に対する業務量の状況や直面し
ている行政課題等を把握し、効率的・効果的な組織体制の構築に努めた。また、物価高騰対応
生活者支援給付金（R6経済対策）支給業務、市制施行７０周年記念式典や地域イベントの実
施、衆議院議員総選挙の執行に係る管理・運営など、組織横断的な組織体制を構築し、各課題
に対応した。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

今後も効率的・効果的な組織体制の構築に努めるとともに、必要に応じて、組織横断的な協力
体制の検討・構築を図っていく。
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６　窓口サービスの向上

取組項目

取組内容

所管課 行政デジタル化担当

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討 実施

実績① 検討・実施

取組項目

取組内容

所管課 庁舎建設推進担当

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討

実績① 検討

取組項目

取組内容

所管課 会計課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討・実施

実績① 検討・実施

　基本目標　時代に即した効果的で効率的な行政運営

⑫申請等手続のオンライン化推進

市民が場所と時間を気にすることなく、各種窓口サービスの手続ができるよう実施可能な手続
から順次オンライン化を進める。

申請等手続のオンライン化

⑬庁舎建て替えに伴う窓口サービスの検討

庁舎の建て替えを見据え、各窓口の配置や動線などのほか、デジタルの手法を取り入れるなど、
市民にとってより利便性の高い窓口サービスとなるよう庁内横断的に検討を進める。

庁舎建て替えに伴う窓口サービスのあり方の検討

⑭公金収納における電子決済の導入

市民が公金の支払いをする際の利便性向上等を考慮し、二次元バーコードを活用した電子決
済など、時代に即した公金収納の手法を順次導入する。 

電子決済の導入

指標①

令和６年度
取組状況

外部人材を活用したOJT研修や個別相談等を通し、オンライン申請が可能な担当課に申請
フォームの作成を依頼する方法で推進した。
令和6年度：16課が利用（乳幼児予防接種申込・江別市消防団入団申請等）

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容
OJT研修・個別相談のほか、研修会を開催してオンライン申請を推進する。

指標①

令和６年度
取組状況

新庁舎建設の検討に合わせ、最適な窓口サービスのあり方について、主に窓口部会で検討を
行った。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

新庁舎の建設に向け、最適な窓口サービスのあり方について、庁内検討委員会・検討部会等で
引き続き検討を重ね、江別市本庁舎建設実施設計を完成させる。

指標①

令和６年度
取組状況

地方税共同機構運営のeL-QR導入により、令和5年度から対象の税目について、スマホ決済
アプリやクレジットカードでの納付を可能としている。
R5開始の固定資産税・都市計画税、軽自動車税に加え、R6からは国民健康保険税（普通徴
収）、市民税・道民税・森林環境税（普通徴収）が新たな対象となった。
この他、証明交付窓口でのキャッシュレス決済導入について、検討を進めた。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

令和７年１０月から、証明交付窓口（市民税課、戸籍住民課、大麻出張所）において、証明書発行
手数料等のクレジットカード、電子マネー、コード決済による支払いを可能とする。
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７　業務効率化の推進

取組項目

取組内容

所管課 政策推進課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討・実施

実績① 検討・実施

取組項目

取組内容

所管課 総）総務課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討・実施

実績① 検討・実施

　基本目標　時代に即した効果的で効率的な行政運営

⑮作業工程の見直しによる業務の効率化

定例的な事務作業を中心として、作業工程の細分化などによる業務フローの可視化を行い、デ
ジタル技術も活用しながら、より効率的に業務を進めることができるよう見直しを進めるほか、
必要に応じて規程やマニュアル等の見直しも図ることで、業務の簡素化・省力化を図る。

作業工程の見直しによる業務の効率化

⑯庁舎建て替えに伴う保存文書の取扱いの検討

庁舎の建て替えを見据え、庁舎全体の文書量等を把握し、保存文書の削減や電子化など、効率
的な文書の管理に努める。 

庁舎建て替えに伴う保存文書の取扱いの検討

指標①

令和６年度
取組状況

グループウェアの回覧・レポート及びやワークフロー（電子決裁）機能を活用した業務効率化の
取組を総務部において試行的に実施したほか、生成ＡＩの業務への活用を可能とすることで、文
書作成などにおいて事務作業の軽減や効率化につながった。
また、各課において、各種の手続をＬoＧoフォーム等を活用し電子申請を進めたほか、会議や研
修の受講等をオンラインで行うなど業務の省力化や効率化を図った。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

グループウェアの回覧・レポート及びワークフローの取組を全庁的に実施するほか、引き続き、各
所管において業務内容を精査し、デジタル技術を活用しながら効率的に業務を進めることがで
きるよう見直しを図る。

指標①

令和６年度
取組状況

グループウェアの回覧・レポート及びワークフローによる供覧及び決裁を総務部において試行実
施したほか、文書量調査を実施し、庁舎全体の文書量を把握した。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

グループウェアの回覧・レポート及びワークフローによる供覧及び決裁を全庁において試行実施
するとともに、既存文書の削減を図るため、スキャニングによる文書の電子化を総務課において
試行実施する。
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８ 財源の確保

取組項目

取組内容

所管課 納税課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
98.3% 向上

実績① 98.4%

所管課 契約管財課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
28,100件 増加

実績② １７，３１６件

　基本目標　健全で安定した財政運営

⑰市税やふるさと納税など財源の確保

市の歳入の根幹となる市税等の収納率の更なる向上を目指すほか、江別市の魅力をＰＲするこ
とでふるさと納税の件数を増やすなど、財源の確保に努める。

市税の収納率

ふるさと納税の件数

指標①

令和６年度
取組状況

市税等について、架電による納付督励、口座振替推奨、コンビニ納付等で市民の納付機会を確
保し、利便性の向上を図った。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

引き続き、市民の多様な生活スタイルに応じて、納税者の利便性及びサービスの向上を図って
いく。

指標②

令和６年度
取組状況

寄附者の増加を図り、ひいては江別市の更なるPRに寄与するため、掲載するポータルサイトの
追加や返礼品の増加のため新規提供事業者の発掘、市外商業施設でのふるさと納税PRイベン
トへの参加、PR資材の作成などに取り組むことで自主財源の確保に努めた。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

寄附者の増加を図り、掲載するポータルサイトの追加や返礼品の増加のため新規提供事業者の
発掘を継続し、寄附者の利便性向上に寄与するためポータルサイトのサービス強化などに取り
組むほか、江別市の更なるPRのため、市外でのふるさと納税PRイベントへの参加やSNSを活
用した情報発信の強化を進め、寄附件数の増加に努める。
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９ 公共施設のあり方の検討

取組項目

取組内容

所管課 庁舎建設推進担当

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討

実績① 検討

取組項目

取組内容

所管課 契約管財課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
14件 20件

実績① 14件

　基本目標　健全で安定した財政運営

⑱庁舎建て替えに伴う省エネルギー化の検討

庁舎の建て替えに伴い、初期投資の費用を勘案しながら、ＺＥＢを含めた「省エネ」と「創エネ」の
組合せによる中長期的なエネルギーコストの削減について検討を進める。 

庁舎建て替えに伴う省エネルギー化の検討

⑲公共施設等総合管理計画に基づく施設計画の策定

長期的な視点で公共施設の長寿命化等を計画的に行い、財政負担の軽減・平準化等を図るこ
とを目的とした「江別市公共施設等総合管理計画」に基づき、個別の施設計画を策定し、市内公
共施設等の計画的な管理を推進する。 

施設計画を策定した件数

指標①

令和６年度
取組状況

江別市本庁舎建設基本設計の検討に合わせ、建物の省エネと創エネについて、ZEB化を含め
て検討を行った。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

江別市本庁舎建設基本設計で示したZEB　Ｒｅａｄｙの達成に向けて検討を重ね、江別市本庁
舎建設実施設計を完成させる。

指標①

令和６年度
取組状況

本庁舎建設に係り、庁舎が統合されることから公共施設等総合管理計画の見直しに向けて公共
施設等更新費用の試算方法などの情報収集を行う。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

本庁舎建設に係る基本設計に基づき、個別施設計画等の基本的な方針や考え方を示す公共施
設等総合管理計画の見直しに向けて検討を行う。
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１０　事務事業の見直し

取組項目

取組内容

所管課 政策推進課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
71.2% 向上

実績値① 70.5%

所管課 政策推進課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
83.2% 向上

実績② 86.8%

取組項目

取組内容

所管課 政策推進課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討・実施

実績① 検討・実施

　基本目標　健全で安定した財政運営

⑳事務事業評価による事務改善

ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイクルにより、事業を効果的に推進するため、毎年度、事務
事業評価表を用いた事業内容の見直しを行う。 

まちづくり政策に係る成果指標の目標達成割合

計画的に成果が上がっている事務事業の割合

㉑ 事業の統廃合等の検討

限りある資源をより有用な事業に振り分けるため、市の財政状況や社会情勢などを見極め、事
業の統合・縮小・廃止について、積極的に検討する。

事業の統合・縮小・廃止

指標①

令和６年度
取組状況

まちづくり政策に係る４４の成果指標のうち、３１の指標で初期値を上回る成果となった。
一方で、教育施策に力を入れているまちだと思う市民割合等の指標が初期値を下回るなど、目
標達成に向けた課題を把握した。

実績値を踏まえ
た令和７年度の

取組内容

令和６年度は、第７次総合計画の初年度であることから、令和１０年度に向けて、全ての成果指
標が目標を達成するよう、所管部署と連携し、有効な取組の充実を図る。

指標②

令和６年度
取組状況

４０１事業のうち、計画どおりに成果が上がっている事業が３４８事業、上がっていない事業が５３
事業であった。
成果が上がっていない要因としては、国の制度の変更など外的要因のほか、高齢化等により、
事業の対象者が減っていることなどが挙げられている。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

引き続き、事務事業評価表を用いた事業内容の見直しにより、効率的な事業運営に繋げるよ
う、事業所管部署に対し周知していく。

指標①

令和６年度
取組状況

全職員が市の財政状況に係る課題を共有し、能動的に関わる形で事務事業の統廃合等の取組
を進めるため、統廃合等に関する職員アンケートを実施した。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

令和6年度に実施した職員アンケートの結果をもとに、３2事業を対象に各部等へ統廃合に係る
実現可能性や課題等のヒアリングを実施した。
また、それらの事業から行政課題ヒアリングの対象事業を選定し、事業統廃合等に係る今後の
方向性を協議していく。

C
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１１　公民連携手法の検討

取組項目

取組内容

所管課 政策推進課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討・実施

実績① 検討

１２　広域連携の推進

取組項目

取組内容

所管課 企画課

初期値（2022年度） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度
検討・実施

実績① 検討・実施

　基本目標　健全で安定した財政運営

㉒公民連携手法の検討

民間が持つノウハウを活用し、効率的でより良いサービスの提供などにつながるよう、公共施設
等の建設、運営等に民間の資金や技術等を活用するＰＦＩなどの公民連携手法について検討す
る。 

公民連携手法の検討

㉓他自治体との連携

効率的・効果的な事業を実施するため、近隣市町村等との広域連携を推進するとともに、スケー
ルメリットを生かした連携事業を検討する。

他自治体との連携

指標①

令和６年度
取組状況

国が示すＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入に係る優先的検討規程策定の手引きを参考にしながら、他市の
導入状況や規程内容について情報収集するなど、令和７年度の策定に向けた準備を進めた。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

令和７年度中のＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入に係る優先的検討規程の策定に向け、関係各部からなる
庁内委員会を設置し、庁内横断的に協議を進める。

指標①

令和６年度
取組状況

「さっぽろ連携中枢都市圏ビジョン」等において推進する連携事業の各種取組に参画し、圏域の
振興や活性化、サービスの向上やコスト削減などの行政課題解決に取り組んだ。

実績を踏まえた
令和７年度の取

組内容

広域連携により行政課題解決につながる事業について、引き続き、庁内所管課と協議のうえ参
画を進める。
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